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健康増進という言葉は, 1946年に��� (世界保健機
関) が提唱した健康の定義に遡るが, 日本における健康

増進を図るための施策は, 厚労省の ｢第１次国民健康づ

くり対策 (1978年)｣ に始まる｡ これ以後ほぼ10年単位

で国民健康づくり運動を実施して, 健康づくりの大切さ

が周知されている｡ 国民健康づくり運動開始時における

健康増進についての考え方は, 疾病とは対比した理想的

な状態を想定し, それを更に増強するために個人の生活

習慣を改善しなければならないというものであった１)｡

1980年代になると, 健康増進の意味が捉え直され, 個

人の生活習慣の改善だけでなく, 環境の整備を合わせた

ものとして改めて提唱された｡ 1982年には ｢老人保健法｣

が成立して, 老後の健康保持と適切な医療の確保を図る

ために壮年期からの健康づくりの取り組みに発展した｡

その後, ｢第２次国民健康づくり対策・アクティブ80ヘ

ルスプラン (1988年)｣ において, 健康増進の３要素で

ある栄養, 運動, 休養の具体的指針が提示され, 生活習

慣の改善による疾病予防・健康増進の考え方が示され

た２)｡

そして ｢第３次国民健康づくり対策�健康日本21
(2000年)｣ へ発展し, １次予防に重点を置いた対策を強

力に推進することにより, 壮年期の死亡の減少や健康寿

命の延伸を図ることが示された｡ 2003年には ｢健康増進

法｣ が施行され, 2004年からは ｢健康フロンティア戦略｣

が, 2007年に ｢新健康フロンティア戦略～健康国家への

挑戦｣ が策定された｡ さらに2013年から ｢第４次国民健

康づくり対策�健康日本21 (第２次)｣ が始まり, 健康寿
命の延伸と健康格差の縮小に向けた取り組みが展開され

ている３)｡

しかし, 2000年から推進されている ｢健康日本21｣ の

中間報告によると, 国をあげての政策で国民も健康に対

する意識を強めているにもかかわらず, 数値目標におい

て成果が現れず健康状態が改善されていない項目が見ら
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要旨

目的：日本の健康増進に関する歴史的変遷を可視化し, 課題を明らかにすることを目的とする｡ 方法：�財団
の健康増進に関する公募研究論文について, 国民健康づくり運動を基準に４区分して計量テキスト分析した｡

結果：第１期は, 健康づくりの推進や基盤整備・普及を重視する２次予防中心の政策だったので, 疾患の解明

に重点を置いた調査が中心であった｡ 第２期は, 運動習慣の普及等の１次予防へと政策の焦点が移されたこと

により, 支援教育と行動変容を主とした研究がみられた｡ 第３期は, 生活習慣病克服のための数値目標が設定

され, 成人病の予防や治療に関する内容が多くなり, マクロ的・ミクロ的な基礎研究へと向かっていく時代に

入った｡ 第４期は, 新たな健康課題や社会背景等を踏まえながら政策が推進されており, 健康増進の個人の責

務に言及していた｡ 結論：健康に関する研究テーマの変遷は, 健康増進の施策の変化を反映していた｡ また,
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れる３)｡

これまでの健康政策を概観すると, 初期には感染症対

策など衛生水準の向上によって ｢平均寿命｣ を延ばすこ

とが目指された｡ しかし, 数十年の間に疾病構造が変化

して超高齢社会へと移行したため, 積極的な健康づくり

を通じて高齢者の ｢健康寿命｣ を延ばすことへ政策の方

向性が変化してきている２)｡ このように, 健康増進とい

う考え方は時代によって内容が変遷してきたといえる｡

時代ごとの施策の変化と健康増進に関連する研究を調査・

分析することは, 現在の課題を明らかにすることにも繋

がると考える｡ そこで本研究では, ヘルスプロモーショ

ンに関する研究論文の分析を通して, 我が国の健康増進

に関する歴史的変遷を可視化して, 課題を明らかにする

ことを目的とする｡� �����������財団の1977年から2014年までの�財団公募調査研究
論文1�041編４�５) を対象として, 縦断的に文献検討した｡
昭和47年の�財団設立とともにヘルスプロモーションに
関する研究助成が開始され, 各領域の保健医療研究者が

その時代の課題に取り組んだ研究論文である｡ これまで

の38年間の４期 (｢第１～４次国民健康づくり運動｣ 政

策を基準に分類) にヘルスケアに関わる専門家がどのよ

うなテーマに関心を持ち, 研究を行ってきたかを調査し

た｡���������
38年間の�財団公募調査研究論文について, 計量テキ
スト分析を行った｡ まず未加工のテキストデータ全文を

スキャナー (��������) で読み込み, ��������������
に入力して, 研究論文の電子テキスト化を行なった｡ 次

に, テキストデータの形態素解析を行い, 単語の出現頻

度や語と語の結びつきを統計的に確認した｡ その結果と

素データの特徴や係り受けを分析した｡ また, 国民健康

づくり運動を基準に４期に分け, 各期においてヘルスケ

アに関わる専門家がどのようなテーマに関心を持ち, 研

究を行ってきたかを分析した｡

この分析過程を質的帰納的に行なうために, 報告書に

書かれた生データを繰り返し読み, 全体を理解した｡ 分

析の全過程を通じて, 解釈が先入観に捉われていないか,

内容の妥当性を欠いていないかについて, 研究者間で確

認・照合して分析の厳密性の確保に努めながら進めていっ

た｡ 解析ツールには, �� �����(����2�00) と ����������������6�0 (���データ数理システム) を用い
た６�10)｡
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１) 計量テキスト分析

計量的分析手法を用いてテキスト型データを整理

または分析し, 内容分析 (���������������) を行う
方法である６)｡ 大量のテキストデータ (文字データ)

をクラスターごとにまとめ, 短い言葉でその傾向や

特徴, 重要語, キーワードを抽出して, その出現頻

度や同時出現関係等を分析する｡

２) 形態素解析

コンピュータプログラムによって, 文章中の単語

を意味のある最小単位に分類し, 品詞の判別を行い,

単語の出現頻度や語と語の結びつきを統計的に解析

する｡

３) 共起ネットワーク�ことばネットワーク
関連の深い単語同士を線で結び, 出現頻度の高い

語はより大きい丸 (ノード) で表示され, 矢印の集

中している単語は大きな話題のクラスターになって

いると見る｡

４) 係り受け頻度解析

文章中で意味のある単語と単語の組み合わせを定

量的に評価する｡

５) 階層的クラスター分析

各データのもつ性質の差を距離ととらえ, その距

離の大小により類似性を表現する｡ そのうち, 階層

的クラスター分析は, 距離の近いもの, つまりよく

似た組み合わせからクラスターを形成する方法であ

る６)｡�������
本研究の内容分析の対象については, 公開されている

情報を基にしており, 文献研究に該当する｡ 従って, 通

常の人を対象とした倫理的配慮は生じない｡ しかし, 著

作権・盗用・剽窃など別の面での倫理問題が生じる場合

がある｡ そこで, 次の点について倫理的配慮をした｡ １)

研究フィールドや研究対象者を特定されないように配慮

する (固有名詞は削除)｡ ２) 研究対象者及び研究実施

者, 研究施設の個別情報を保護する｡ ３) 個人情報の取

り扱いは, ｢個人情報保護法｣ ｢看護研究における倫理指

針｣ ｢医療・介護関係事業者における個人情報の適切な

取り扱いのためのガイドライン｣ ｢看護者の倫理綱領｣

｢臨床研究に関する倫理指針｣ の規定に従う｡ ４) 文献

から図・表や本文を引用する場合は, 著作権等の侵害が

ないように配慮する｡� ��
全研究論文のテキストデータは, 文章数161�480, 総
抽出語数3�172�487語, 分析対象語数1�275�652語であり,
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異なり語数118�583語, 分析対象異なり語数91�185語であっ
た｡

分析対象語については, すべての語に注目して分析し

てもテキスト内容の傾向や特徴がつかめないので, ｢こ

と｣ や ｢する｣ など言葉単体ではあまり意味がないもの

を外すため, ｢最小／最大出現数による語の取捨選択｣

機能を用いて語の選択を行った｡ 異なり語数は, テキス

トの中で, 同一の単語が何度出現しても, これを一語と

して, 全体で異なる単語がいくつあるかをかぞえた｡���������������
頻出語上位５語の使われ方について, ����コンコー
ダンスで分析した｡ ｢細胞｣ は7�292回出現しているが,
｢肝細胞｣ ｢細胞障害｣ ｢細胞治療｣ ｢細胞株｣ ｢癌細胞｣

｢骨芽細胞｣ ｢内皮細胞｣ ｢腸管細胞｣ ｢神経細胞｣ 等の文

脈で使用されていた｡ ｢血｣ は4�868回出現しているが,
｢虚血性｣ ｢冠血流｣ ｢採血｣ ｢血清｣ ｢高脂血症｣ ｢観血的｣

｢脳血管｣ ｢便潜血｣ 等の文脈で使用されていた｡ ｢癌｣

は4�589回出現しているが, ｢癌患者｣ ｢癌免疫｣ ｢大腸癌｣
｢癌抗原｣ ｢癌治療｣ ｢腺癌｣ ｢癌遺伝子｣ ｢癌組織｣ 等の

文脈で使用されていた｡ ｢患者｣ は4�067回出現している
が, ｢生活習慣病患者｣ ｢糖尿病患者｣ ｢透析患者｣ ｢患者

背景｣ ｢対象患者｣ ｢患者血清｣ 等の文脈で使用されてい

た｡ ｢調査｣ は3�461回出現しているが, ｢疫学調査｣ ｢満
足度調査｣ ｢質問紙調査｣ ｢面接調査｣ 等の文脈で使用さ

れていた (表１)｡

��������������
年度毎に表れる頻出語には, 国民健康づくり運動の政

策が反映された特徴語が見られた｡ 健康づくり運動初期

には ｢肥満｣ ｢血圧｣ ｢糖尿｣ という語が目立つが, 中期

になると ｢癌｣ ｢細胞｣ ｢健康｣ とかわり, 後期には ｢高

齢｣ ｢治療｣ ｢研究｣という語が上位を占めていた (表２)｡

―�―
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日本の国民健康づくり政策を基準に, 報告書を次の４

期に分類して共起ネットワーク (サブグラフ媒介) を作

成した｡���������������������������������
１期10年間の研究論文のテキストデータは, 文章数

51�521, 総抽出語数936�906語, 分析対象語数379�390語
であり,異なり語数50�766語, 分析対象異なり語数37�390
語であった｡ 当期研究論文の全文章を統合した共起ネッ

トワークの構造は, ｢血｣ と ｢健康｣ が中心軸となり,

｢血圧｣ ｢心｣ ｢地域｣ ｢調査｣ が他との結節点となってい

た｡ 主な結びつきとしては ｢血�高血圧�負荷�運動｣ ｢健
康�地域�調査�対象�方法｣ ｢糖尿�患者�疾患�死亡｣ が見ら
れた｡ 研究内容は, がん関係, 健康問題, 集団検診に関

する業績が多くみられ, 疾患で目立つのは循環器系, 糖

尿病であった｡ この期は, 健康づくりの推進や基盤整備・

普及を重視する２次予防中心の政策だったので, 疾患の

解明に重点を置いた調査が中心であった (図1�1)｡
―��―
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２期12年間の研究論文のテキストデータは, 文章数

65�100, 総抽出語数879�339語, 分析対象語数429�272語で
あり, 異なり語数60�605語, 分析対象異なり語数60�605
語であった｡ 共起ネットワークの構造は, ｢調査｣ ｢健康｣

｢細胞｣ が中心軸となり, ｢検診｣ ｢腫瘍｣ が他との結節

点となっていた｡ 主な結びつきとしては ｢健康�調査�実
施�検診�実施�大腸�検査｣ ｢細胞�組織�腫瘍｣ が見られた｡

この期は, 運動習慣の普及等の１次予防へと政策の焦点

が移されたことにより, 支援教育と行動変容を主とした

研究がみられた (図1�2)｡���������������������������������������
３期13年間の研究論文のテキストデータは, 文章数

44�859, 総抽出語数1�005�989語, 分析対象語数423�935語
であり,異なり語数43�481語, 分析対象異なり語数36�077
語であった｡ 共起ネットワークの構造は, ｢細胞｣ が中

心軸となり, ｢遺伝子｣ ｢発現｣ ｢治療｣ が他との結節点

となっていた｡ 主な結びつきとしては ｢細胞�遺伝子�マ
ウス�組織｣ ｢活性�抑制�作用｣ ｢癌�治療�患者�障害�脳�神
経｣ が見られた｡ この期は, 生活習慣病克服のための数

値目標が設定され, 成人病の予防や治療に関する内容が

多くなり, マクロ的・ミクロ的な基礎研究へと向かって

いく時代に入った (図1�3)｡

������������������������������������������
４期２年間(2013～2014年) の研究論文のテキストデー

タは, 文章数4�706, 総抽出語数142�631語, 分析対象語
数63�373語であり, 異なり語数8�840語, 分析対象異なり
語数7�254語であった｡ 共起ネットワークの構造は, ｢細
胞｣ ｢研究｣ が中心軸となり, ｢発現｣ ｢疾患｣ が他との

結節点となっていた｡ 主な結びつきとしては ｢研究�患
者�治療�開発�分子｣ ｢細胞�発現�癌�大腸｣ ｢肥満�脂肪�マ
ウス�投与�抑制｣ が見られた｡ この期は, 新たな健康課

―��―
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題や社会背景等を踏まえながら政策が推進されており,

健康増進の個人の責務に言及していた (図1�4)｡������������
中高年・高齢者向けの医学・医療, 保健及び福祉・介

護等に関する調査研究であるが, 38年間で一番多かった

のは, がんの予防・治療を主とした基礎研究の課題であっ

た｡ 次に, 生活習慣病の解明やヘルスプロモーションに

関するものが続いていた (図２)｡����������
｢研究｣ に関連する係り元として, ｢予防�研究｣ ｢治療�
研究｣ ｢確立�研究｣ ｢開発�研究｣ ｢増進�研究｣ ｢精度管理�
研究｣ ｢役割�研究｣ ｢システム化�研究｣ ｢診断�研究｣ ｢推
進�研究｣ ｢成因�研究｣ ｢脳卒中�研究｣ が見られた (図３)｡

�����������������
図の左半分に着目すると, ｢研究｣ に向かって ｢不整

脈｣ ｢健康寿命｣ ｢社会復帰｣ ｢心臓病｣ ｢動脈硬化性疾患｣

｢要介護高齢者｣ ｢大腸癌周術期｣ ｢腸内細菌叢｣ ｢双子老

人｣ ｢胃癌検診｣ 等から矢印が集中している｡ また, ｢地

域住民｣ ｢脳卒中予防｣ ｢就業支援体制｣ ｢家族｣ ｢がん患

―��―
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者｣ ｢遺伝子変異プロファイル｣ 等が共起している｡ 図

の右半分には, ｢環境汚染物質｣ ｢非アルコール性脂肪肝

炎｣ ｢高齢者｣ ｢運動能力｣ ｢メタボリック症候群｣ ｢アル

ツハイマー病治療法｣ ｢分子標的療法｣ ｢脳梗塞予防｣ と

いったことばが見られた (図４)｡��������
1977年から2014年にかけての頻出語の推移を俯瞰する

と, 年代が進むにつれて, いくつかのピーク (1981年,

1989年, 2001～2004年, 2009年) が見られた｡ これらの

ピークは, 第１～４次国民健康づくり運動の数年後に出

現していた (図５)｡� ������������������
対象となった全研究論文の頻出語からは, どのような

研究テーマが多かったのか推察できる｡ 頻出語第１位の

語は, ｢細胞｣ であった｡ ｢肝細胞｣ や ｢神経細胞｣ のよ

うに器官名を冠されて使用されることが多い｡ 頻出語の

第２位の語は, ｢血｣ であり血液を表現する語であるが,

｢虚血性心疾患｣ や ｢高脂血症｣ のように様々な文脈で

使われている｡ 頻出語の第３位の語は ｢癌 (がん)｣ で

あり, 生活習慣病対策と併行してがん対策は果てしなく

続くテーマである｡

各年度の上位10の頻出語の結果から, 年度毎に表れる

頻出語と ｢第１～４次国民健康づくり運動｣ とを見比べ

ると, ヘルスケアに関わる専門家がどのようなテーマに

関心を持ち, 研究を行なうかは政策と密接に関連してい

ることがわかる｡ 健康づくり運動は, 1970年代以降, 公

衆衛生上の問題が生活習慣病に移行したことで, ｢個人｣

に対して生活習慣を改善して健康を増進し, 生活習慣病

等を予防することを求めるようになった｡ この時から社

会レベルでの健康水準を高めることから, 個人レベルで

の健康増進へと方針が転換11) されており, 研究内容もこ

れを反映したものになっている｡

さらに, 係り受け頻度分析によって, 具体的な研究内

容が明らかになった｡ 係り受けは, テキスト中で意味の

つながりのある単語と単語の組み合わせのことで, 単語

単位よりも文章に近いため, テキストの意味を理解しや

すくなる｡ 係り受けとして, 最も多かった ｢予防�研究｣
に続き, ｢増進�研究｣ ｢体力�維持｣ ｢健康�増進｣ ｢推進�
研究｣ など, ヘルスプロモーションを目指した研究内容

が多いということが把握できる｡

単語頻度推移分析では, 注目している語がどのように

変化していくのかをビジュアルに見ていくことができる｡

従って, 突然増えた語や減った語の時期に他に何が起き

たのか, または, 何か起きた時期の語の変化はどうなの

か, といった時事的事項と比較して解釈できる｡ このよ

うな視点で見ると, 研究テーマと健康増進政策との密接

な関連が読み取れる｡ 実際に, 第１～４次国民健康づく

り対策の打ち出された数年後には, 大きなピークが出現

していることからも, 研究者の関心が政策に影響されて

いることがわかる｡

健康増進に対する考え方は, 社会背景に合わせ変遷し
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ている｡ 近年は, 積極的な健康づくりを通じて ｢健康寿

命｣ を延ばす２) ことが主となり, 予防や健康維持・増進

に向けた研究テーマが増加している｡����������������������������������
各期の研究を共起ネットワークにして俯瞰すると, ヘ

ルスプロモーションの推進に腐心する研究者の姿勢やそ

の時代に関心が集中した疾患が把握できる｡���������������������������������
健康づくりは, 国民一人一人が ｢自分の健康は自分で

守る｣ という自覚を持つことが基本であり, 行政として

はこれを支援するため, 国民の多様な健康ニーズに対応

しつつ, 地域に密着した保健サービスを提供する体制を

整備していくという方針が出された｡ その取り組みの３

つの柱として, ①健康づくりの推進, ②基盤整備, ③普

及啓発が示された｡ 具体的な施策として, １) 生涯を通

じる健康づくりの推進・乳幼児から老人に至るまでの健

康診査・保健指導体制の確立, ２) 健康づくりの基盤整

備等・健康増進センター, 市町村保健センター等の整備・

保健婦, 栄養士等のマンパワーの確保, ３) 健康づくり

の啓発・普及・市町村健康づくり推進協議会の設置・栄

養所要量の普及・加工食品の栄養成分表示・健康づくり

に関する研究の実施等が行われた｡

この期の研究には, 健康の増進, 健康診断, 成人病に

関するものがあり, 疾患では胃がん, 脳卒中, 糖尿病,

肝炎, 循環器疾患が多くみられる｡ この時代は, 日本が

急激な経済成長を成し遂げ, 公衆衛生上の問題が, 感染

症から成人病 (生活習慣病) 等の慢性疾患へと移る過渡

期にあたっており, ここから現在までつながる積極的な

健康増進対策の時代へと入っていく｡ ｢自分の健康は自

分で守る｣ という自覚を国民 一人ひとりに促すべきで

あるという新たな視点の導入により, 1978年から10年単

位での国民健康づくり運動が展開されることとなる起点

にあたる｡ 最初の国民健康づくり運動は, 健康診査体制

を整備し, 疾病の早期発見・早期治療を重視する２次予

防中心の政策であったので, 研究内容も疾患の解明に重

点を置いたものが多くみられる12)｡����������������������������������������������
第１次健康づくり対策の施策を拡充するとともに,

運動習慣の普及に重点を置き, 栄養・運動・休養の全

ての面で均衡のとれた健康的な生活習慣の確立を目指

した時代に入る｡ この期において, 1 次予防へと健康

づくり政策の焦点が移され, 健康増進の主要な要素と

して, 栄養・運動・休養の３本柱が強調され, それぞ

れの指針が策定された｡ また, 1996年には生活習慣を

改善することで疾病の発症・進行が予防できるという

ことを国民に認識させ, 行動変容を促すために, 成人

病の呼称が ｢生活習慣病｣ と変更された｡

具体的な施策としては, １) 生涯を通じる健康づく

りの推進・乳幼児から老人に至るまでの健康診査・保

健指導体制の充実, ２) 健康づくりの基盤整備等・健

康科学センター, 市町村保健センター, 健康増進施設

等の整備・健康運動指導者, 管理栄養士, 保健婦等の

マンパワーの確保, ３) 健康づくりの啓発・普及・栄

養所要量の普及・改定・運動所要量の普及・健康増進

施設認定制度の普及・たばこ行動計画の普及・外食栄

養成分表示の普及・健康文化都市及び健康保養地の推

進・健康づくりに関する研究の実施等である｡ このた

め研究内容も行動変容を主とした論文がみられる｡���������������������������������������
21世紀における国民健康づくり運動として, 壮年期死

亡の減少, 健康寿命の延伸及び生活の質の向上を実現す

ることが目的とされた｡ 生活習慣病及びその原因となる

生活習慣等の国民の保健医療対策上重要となる課題につ

いて, 10年後を目途とした目標等を設定し, 国及び地方

公共団体等の行政にとどまらず広く関係団体等の積極的

な参加及び協力を得ながら, ｢一次予防｣ の観点を重視

した情報提供等を行う取組が推進された｡

この期の健康づくり運動は, すべての国民が健やかで

心豊かに生活できる活力ある社会とするため, 健康寿命

の延伸等の実現を目的として開始されたが, ９つの重点

分野について70の具体的な数値目標が設定されたことに

特徴である｡ 国民が一体となった健康づくり運動を推進

し, 国民各層の自由な意思決定に基づく健康づくりに関

する意識の向上及び取り組みを促そうとする意図が読み

取れる｡ 基本方針は, １) １次予防の重視, ２) 健康づ

くり支援のための環境整備, ３) 目標等の設定と評価,

４) 多様な関係者による連携のとれた効果的な運動の推

進である13)｡

施策として, １) 健康づくりの国民運動化・効果的な

プログラムやツールの普及啓発, 定期的な見直し・メタ

ボリックシンドロームに着目した運動習慣の定着, 食生

活の改善等に向けた普及啓発の徹底, ２) 効果的な健診・

保健指導の実施・医療保険者による40歳以上の被保険者・

被扶養者に対するメタボリックシンドロームに着目した

健診・保健指導の着実な実施, ３) 産業界との連携・産

業界の自主的取組との一層の連携, ４) 人材育成 (医療

関係者の資質向上)・国, 都道府県, 医療関係者団体,
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医療保険者団体等が連携した人材育成のための研修等の

充実, ５) エビデンスに基づいた施策の展開・アウトカ

ム評価を可能とするデータの把握手法の見直し等である｡

また, 健康日本21の法的根拠として2002 年に健康増

進法が公布された｡ この法律の第２条では ｢健康な生活

習慣の重要性に対する関心と理解を深め, 生涯にわたっ

て, 自らの健康状態を自覚するとともに, 健康の増進に

努める｣ ことが国民の責務であるとされている｡ 研究内

容は, 成人病の予防や治療に関する業績が多くみられ,

とくに生活習慣病の克服のための研究が増加している｡

｢細胞｣ という語に象徴されるように, マクロ的・ミク

ロ的な基礎研究へと向かっていく時代に入った｡������������������������������������������
これまでの健康増進に係る取組となり, １次から３次

までの変遷に留意しつつ, 新たな健康課題や社会背景等

を踏まえながら推進されている｡ 高齢者に対する医療や

保健等に関する業績がみられ, 疾患では膵・肝疾患や慢

性腎臓病がみられる｡ 現在の政策は, 健康の増進は個人

の責任において主体的に取り組むことを前提として, 国

はその個人の取り組みを支援するという立場を強調した

体制へと移行してきているおり, 研究内容も個人の責務

に関連するものがみられ始めている14)｡��������������
全研究論文のことばネットワークでは, 共起する語の

組み合わせに注目することで, 研究論文内にどのような

主題が多く出現していたのかを探った｡ 丸が矢印でつな

がった図が表示され, それぞれが単語に対応しており,

関連の深い単語同士が矢印でつながっている｡ このネッ

トワーク図より研究領域の多様性と最先端の治療への取

り組みが見て取れる｡

さらに, 全体の研究内容を探るために全論文のうち,

出現頻度の高い特徴的な言葉のクラスター分析を行い,

関係性の強さによって, 次の５つのクラスターに分類し

た｡ �) 健康年齢を引き上げるための健康診断の諸問題,�) 生活習慣病 (成人病) の原因究明・予防・治療に関

する問題, �) 中高年者や高齢者の保健・福祉の向上を
目指したヘルスプロモーションに関する問題, �) 遺伝
子解析を中心としたマクロ的な課題, �) がん (癌) の

予防・治療を主とした基礎研究の課題である｡ これによ

り過去38年間に取り組まれてきた研究の概観を捉えるこ

とができた｡

健康日本21では, ９分野の目標 (80項目) を設定し,

達成状況の評価をしている｡ メタボリックシンドローム

を認知している国民の割合の増加や80歳で20歯以上を有

する人の増加など目標に達した項目がある一方で, 自殺

者数や多量に飲酒する人の割合, 日常生活における歩数

などは改善しておらず, さらなる研究や取り組みの推進

が必要である15)｡

健康づくり政策の変遷を振り返ると, ｢国｣ か ｢個人｣

どちらか一方が責任を負い, 主体となって進めるものだ,

という考えに基づいて行われてきたと推察できる｡ 現在

行われている健康日本21ではそこから一歩進んで, 国と

国民が一体となって健康づくりに取り組むという方針に

なっている｡ しかし健康増進を ｢個人｣ の責務とし,

｢国｣ はその取り組みを支援するという立場にとどまっ

ている｡

｢個人｣ 主体の健康づくり政策には, いくつかの問題

点があげられる｡ 例えば, 自己責任に委ねることで生じ

る危険性や健康格差の拡大である｡ 現在の方針は, 言い

換えれば, 健康づくりに取組むための時間的, あるいは

経済的な余裕のない人などは取り残されることになると

考えられる15)｡ これまでの状況を踏まえた上で, 今後,

健康増進においては, 健康格差の縮小, エビデンスに基

づいた目標設定, 心の健康づくりなどを積極的に推進し

ていくべきである｡ また, それに応じた研究を実施し,

検証していく必要がある｡� ��
健康に関する研究テーマの変遷は, 健康増進の施策の

変化を反映していた｡ 健康を脅かす要因は, 食事や運動

などの生活習慣の中にだけあるのではなく, 労働環境や

労働条件によるストレスなど個人を取り巻く社会環境に

多く潜んでいる｡ これらは個人の努力だけで解決するこ

とが難しいものもあり, 社会レベルでの取り組みが必要

であると考える｡��
この研究は, 2015年大和証券ヘルス財団調査研究助成
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